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１．会社の概況 

 ① 商号、許可年月日等 

商品取引員名  岡安商事株式会社 

代 表 者 名  代表取締役 岡本 昭 

所 在 地  大阪市中央区北浜二丁目３番８号(〒541‐0041) 

電 話 番 号  06‐6222‐0001（代） 

ホームページ 

許 可 年 月 日 

加 入 協 会 名 

 

 

http://www.okayasu-shoji.co.jp/ 

平成 22 年 12 月 28 日 

日本商品先物取引協会 

日本商品委託者保護基金 

  会社の沿革  

   当社は、商号を「株式会社真下商店」として、昭和 27 年 10 月 10 日東京都江東区佐賀 1 丁目に資

本金 300 万円で設立いたしました。 

年  月 概            要 

昭和 27 年 10 月 株式会社真下商店設立 

東京穀物商品取引所に商品仲買人の登録 

昭和 30 年 10 月 資本金を 450 万円に増資 

昭和 36 年 3 月 資本金を 800 万円に増資 

昭和 40 年 10 月 資本金を 1,200 万円に増資 

昭和 43 年 7 月 資本金を 2,000 万円に増資 

昭和 44 年 3 月 商号を真下商事株式会社に変更し、東京都渋谷区渋谷 2 丁目に移転 

資本金を 2,500 万円に増資 

昭和 44 年 4 月 資本金を 4,800 万円に増資 

昭和 45 年 1 月 事業目的にゴム繊維関連の売買仲介を追加 

昭和 45 年 3 月 福井人絹取引所に会員加入 

昭和 46 年 1 月 商品取引所法の改正により東京穀物商品取引所農産物市場における商品取引員としての

許可を取得 

昭和 50 年 12 月 福井人絹取引所閉鎖に伴い退会 

昭和 51 年 1 月 仙台支店開設 

昭和 51 年 4 月 事業目的に金地金の売買及び有価証券並びに不動産への投資等を追加 

いわき支店開設 

昭和 51 年 12 月 東京ゴム取引所会員加入 

昭和 53 年 9 月 本社を東京都渋谷区渋谷 1 丁目に移転 

昭和 54 年 9 月 いわき支店閉鎖 

昭和 55 年 8 月 前橋乾繭取引所繭糸市場における商品取引員としての許可を取得 

昭和 55 年 9 月 資本金を 7,800 万円に増資 

昭和 58 年 9 月 上野支店開設 

昭和 59 年 10 月 資本金を 9,800 万円に増資 

昭和 59 年 11 月 東京ゴム取引所、東京金取引所、東京繊維商品取引所の合併による東京工業品取引所の設

立に伴い、同取引所会員加入 

昭和 60 年 4 月 横浜支店開設 

昭和 60 年 12 月 東京工業品取引所ゴム市場における商品取引員としての許可を取得 

昭和 62 年 4 月 東京砂糖取引所会員加入 

昭和 62 年 9 月 上野支店移転 

昭和 63 年 11 月 新宿支店開設 

平成元年 1 月 東京工業品取引所綿糸市場会員加入 

平成 3 年 2 月 商号を株式会社ハーベスト･フューチャーズに変更 

CI（コーポレートアイデンティティー）導入 

平成 3 年 3 月 大阪支店開設 

平成 3 年 4 月 資本金を 3 億 380 万円に増資 

平成 3 年 8 月 東京砂糖取引所砂糖市場における商品取引員としての許可を取得 

平成 3 年 9 月 東京工業品取引所貴金属市場における商品取引員としての許可を取得 
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年  月 概            要 

平成 5 年 10 月 

 

東京工業品取引所綿糸市場における商品取引員としての許可を取得 

東京穀物商品取引所と東京砂糖取引所が合併 

平成 6 年 11 月 新宿支店移転 

平成 6 年 12 月 資本金を 5 億 1,646 万円に増資 

平成 7 年 8 月 上野支店移転 

平成 8 年 4 月 商品投資販売業の許可を取得（商品ファンド販売法人） 

平成 8 年 5 月 事業目的を変更 

平成 8 年 7 月 ホームページ開設 

平成 8 年 8 月 事業目的にアルミニウムの売買を追加 

平成 9 年 4 月 東京工業品取引所アルミニウム市場における商品取引員としての許可を取得 

平成 9 年 10 月 資本金を 7 億 2,304 万 4,000 円に増資 

平成 10 年 7 月 横浜支店閉鎖 

平成 10 年 10 月 横浜生絲取引所と前橋乾繭取引所の合併による横浜商品取引所の設立に伴い、同取引所に

おける商品取引員としての許可を取得 

平成 11 年 6 月 東京工業品取引所石油市場における商品取引員としての許可を取得 

商品投資販売業の区分変更の許可を取得（商品ファンド協議法人） 

事業目的に外国為替取引を追加 

平成 11 年 7 月 名古屋支店開設 

平成 11 年 9 月 外国為替証拠金取引「外為トレード」開始 

平成 12 年 2 月 自社ビル取得に伴い、本社を東京都渋谷区渋谷 2 丁目に移転 

上野支店及び新宿支店閉鎖 

平成 12 年 4 月 商品先物オンライントレード「ハーベストオンライン」開始 

平成 12 年 7 月 仙台支店移転 

平成 12 年 9 月 東京工業品取引所綿糸市場廃止 

平成 12 年 11 月 青山支店開設 

平成 12 年 12 月 ニューヨーク事務所開設 

平成 13 年 2 月 インターネット外国為替証拠金取引「ｅ‐外為トレード」開始 

平成 13 年 5 月 横浜商品取引所農産物市場における受託会員としての許可を取得 

平成 13 年 9 月 米国同時多発テロによりニューヨーク事務所崩壊 

平成 13 年 11 月 ニューヨーク事務所再開 

名古屋支店移転 

平成 14 年 12 月 事業目的に両替業を追加 

関西商品取引所水産物市場における商品取引員としての許可を取得 

平成 15 年 11 月 福岡支店開設 

平成 15 年 12 月 青山支店を移転し品川支社として開設 

平成 16 年 5 月 米国現地法人 HARB.Inc 設立 

平成 16 年 11 月 

平成 17 年 2 月 

資本金を 10 億円に増資 

株式会社グッドベスト（100%出資子会社）を東京都に設立 

平成 17 年 3 月 改正商品取引所法の規定に基づき商品取引受託業務の許可を取得 

平成 17 年 6 月 事業目的に金融先物取引及び生命保険の募集に関する業務を追加 

平成 17 年 8 月 沖縄カスタマーセンター開設 

 アリコジャパンと保険募集代理店契約締結 

平成 17 年 9 月 HARB.Inc 移転 

平成 17 年 10 月 生命保険募集業務開始 

平成 17 年 11 月 中国先物取引業者の南華期貨経紀有限公司と業務提携 

平成 18 年 3 月 金融先物取引業の登録を受ける 

 東京金融先物取引所の為替証拠金取引及び為替証拠金清算の資格を取得 

平成 18 年 7 月 商品投資販売業運用法人として許可変更 

平成 18 年 9 月 Harbest Fund Management,Ltd. （100%出資子会社をケイマンに設立） 

平成 18 年 10 月 JCCI コモディティインデックスファンド「地球のめぐみ」（自社組成ファンド）募集開始

平成 19 年 1 月 支店網統合（仙台支店、大阪支店、名古屋支店、福岡支店及び品川支社閉鎖） 
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年  月 概            要 

平成 19 年 6 月 夢真証券株式会社（100%出資子会社）譲渡により取得 

平成 19 年 8 月 関西商品取引所水産物市場受託会員脱退 

平成 19 年 9 月 金融商品取引法に基づき金融商品取引業の登録を受ける 

平成 19 年 12 月 

平成 20 年 5 月 

平成 20 年 12 月 

平成 21 年 3 月 

 

 

 

 

 

平成 21 年 4 月 

平成 21 年 5 月 

平成 21 年 8 月 

平成 21 年 10 月 

 

平成 22 年 2 月 

平成 22 年 3 月 

平成 22 年 8 月 

 

 

 

 

 

平成 22 年 10 月 

平成 22 年 12 月 

平成 23 年 1 月 

 

ハーベスト証券株式会社（旧夢真証券株式会社）譲渡により売却 

株式会社グッドベストを譲渡により売却 

本社を東京都中央区日本橋兜町に移転 

岡安商事株式会社の商品先物事業を吸収分割により承継 

本社を大阪市中央区北浜に移転 

商号を岡安商事株式会社に変更 

支店開設（東京本部統括店、札幌支店、岡山支店） 

関西商品取引所農産物市場・水産物市場・砂糖市場・農産物飼料指数市場受託会員 

中部大阪商品取引所鉄スクラップ市場受託会員 

東京穀物商品取引所砂糖市場受託会員脱退 

ＯＴＣ（店頭為替証拠金取引）をｱｲﾃﾞｨｰｵｰ証券へ分割 

大阪岡安商事株式会社の純金積立業務を吸収分割により承継 

中部大阪商品取引所鉄スクラップ市場廃止に伴う受託会員脱退 

岡山支店閉鎖・札幌支店を札幌出張所に名称変更 

札幌出張所移転 

東京工業品取引所日経・東工取商品指数市場受託会員加入 

㈱アサヒトラストの商品先物事業を吸収分割により継承 

日本橋支店開設 

東京穀物商品取引所砂糖市場受託会員 

オリオン交易㈱の商品先物事業を吸収分割により継承 

福岡支店開設 

中部大阪商品取引所石油市場受託会員 

東京工業品取引所中京石油市場受託会員 

商品先物取引法改正に伴う商品先物取引業の許可 

日本橋支店を東京本部統括店に統合 
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 ② 事業の内容 

 （1）経営組織 

    当社の経営組織は、次のとおりです。 
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（2）業務の内容 

（a）主たる業務 

  イ．国内商品市場取引に係る業務 

 当社は、商品先物取引法第 2 条第 22 項に基づく、商品市場における取引の委託を受け、

又はその委託の媒介、取次ぎ若しくは代理を行う行為を業として農林水産大臣及び経済産

業大臣から商品先物取引業の許可を得た商品先物取引員業者であり、下記の商品市場の受

託会員として、当該商品市場における取引の受託業務を行っております。 

（許可番号：農林水産省「指令 22 総合第 1351 号」、経済産業省「平成 22･12･22 商第 6 号」） 

なお、当社で取引できる商品は以下のとおりです。 

取引所名 当社における取扱商品 

㈱東京工業品取引所 

金、銀、白金、パラジウム、金オプション、金ミニ、白金ミニ、 

アルミニウム、ガソリン、灯油、軽油、原油、ガソリン（中京）、

灯油（中京）、ゴム、日経・東工取商品指数 

㈱東京穀物商品取引所 
一般大豆、NON-GMO 大豆、小豆、とうもろこし、アラビカコーヒー

生豆、ロブスタコーヒー生豆、粗糖 

関西商品取引所 
米国産大豆、小豆、とうもろこし、コーン７５指数、コーヒー指数、

粗糖、冷凍えび 

 

  ロ．外国商品市場取引に係る業務 

当社は外国商品市場取引の取扱は行っておりません。 

     ハ．店頭デリバティブ取引に係る業務 

当社は店頭デリバティブ取引の取扱は行っておりません。 

ニ．国内商品市場における取引を行う業務 

自己の計算において国内商品市場における取引を行う業務であります。自己売買業務は

上記イに掲げた商品市場において行っております。 

 

（b）従たる業務 

  イ．外国為替取引業  

金融商品取引法第 29 条に基づき登録を受けた金融商品取引業者であり、取引所為替証

拠金取引「くりっく 365」の取引を行っております。（登録番号：「近畿財務局長（金商）

第 304 号」） 

  ロ．商品投資販売業 

運用法人として、商品ファンドの組成、販売等を行っております。 

（登録番号:「近畿財務局長（金商）第 304 号｣) 

     ハ．純金積立募集業 

        双日株式会社への運用委託契約により純金積立募集に関する業務を行っております。 

 

③ 営業所、事務所の状況 

名  称 所   在   地 電話番号 

本 社 大阪市中央区北浜二丁目３番８号 0 6 - 6 2 2 2 - 0 0 0 1

東 京 本 部 統 括 店 東京都中央区日本橋人形町 1 丁目１番１号 0 3 - 5 6 4 2 - 8 5 5 1

福 岡 支 店 福岡県福岡市博多区祇園町 4 番 13 号 0 9 2 - 2 8 2 - 5 3 0 0

札 幌 出 張 所 札幌市中央区南一条西五丁目５番地５ 0 1 1 - 2 2 2 - 5 7 7 7

 



 - 6 -  

 ④ 財務の概要 

決算年月  平成 23 年 3 月期 

（a） 資本金 1,000,000 千円  

（b） 営業収益 1,774,891 千円  

（c） 受取手数料 1,763,307 千円  

（d） トレーディング損益 △ 4,874 千円  

（e） 経常損益 △ 107,952 千円  

（f） 当期純損益 18,438 千円  

（g） 純資産額規制比率 272.6 ％  

※1 千円未満は切り捨てて表示しております。 

 

⑤ 発行済株式総数 

  発行済株式の総数  1,641,300 株   （平成 23 年 3 月 31 日現在） 

（注） 当社の株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりません。 

 

⑥ 上位 10 位までの株主の氏名等 

 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

㈱岡安 641,211 株 39.07％ 

岡本 安明 117,343 株 7.15％ 

岡本 昭治 116,745 株 7.11％ 

岡安不動産株式会社 95,000 株 5.79％ 

株式会社ア・オ・イ・フューチャーズ 90,400 株 5.51％ 

従業員持株会 60,406 株 3.68％ 

岡本 子 52,780 株 3.22％ 

姫野 健一 41,841 株 3.08％ 

寒河江 亮一 37,780 株 2.55％ 

岡本 昭 28,192 株 2.30％ 

合計  10 名 1,304,056 株 79.45％ 
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⑦ 役員の状況（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

 

役  職  名 氏  名 
代表権  

の有無 

常勤・非常勤

の別 

代表取締役 岡本  昭 有 

 

常勤 

 

取締役会長 岡本 安明 無 

 

常勤 

 

取締役社長 姫野 健一 無 

 

常勤 

 

取締役統括本部長 菅野 逸夫 無 

 

常勤 

 

監査役 長浜 春二 無 

 

常勤 

 

監査役 岡本 子 無 

 

非常勤 

 

監査役 岡本 みどり 無 

 

非常勤 

 

計 7 名   

（注）1．監査役のうち、岡本子氏及び岡本みどり氏は、会社法第 335 条第 3 項に定める 

社外監査役であります。 

    

⑧ 従業員の状況（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

 

  
役 員 

うち非常勤 
使用人 合計 

総数 ７名  ２名 １６０名 １６７名  

（うち外務員数） （  ２名） （  ０名） （１３９名） （１４１名） 
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２．営業の状況 

 

① 営業の経過及び成果 

  当社は、8月に㈱アサヒトラスト、オリオン交易㈱より商品先物取引受託業務を吸収分割により承

継し、営業部門の強化、顧客層の拡大を図りました。 

一方為替証拠金取引におきましては、1月より新システムを導入し、顧客満足度の向上に努め、更

なる顧客層の拡大を図りました。 

 

（1）受取手数料部門 

   （a）国内商品市場取引   売買高は、2,173,845枚（前期比346.4％増） 

受取手数料は、1,165,455千円（前期比39.7％増） 

（b）外国商品市場取引   取引はありません 

（c）店頭デリバティブ取引 取引はありません 

 

（2）トレーディング部門  

（a）国内商品市場取引   売買高は、67,847枚（前年比48.8％減） 

売買損益は、△4,874千円 

（b）外国商品市場取引   取引はありません  

（c）店頭デリバティブ取引 取引はありません 

 

（3）為替証拠金取引部門 

               売買高は、1,315,092枚（前期比12.4％増） 

              受取手数料は、596,530千円（前期比91.0％増） 

    

② 取引開始基準 

  当社は、一人一人のお客様の投資目的や投資経験、知識、金融資産等の実情に適した取引を行って  
  いただくために、原則として下記に定める取引開始基準に該当したお客様からの商品先物取引の受託 

等はお受けできないものとします。  
 

◆絶対不適格者  
当社は、以下のお客様については、いかなる事由があろうとも勧誘及び受託を一切行わないものと

する。  
１．損失又は取引証拠金等の額を上回る損失が生ずるおそれのある取引の勧誘を受けることを拒否す

る旨を明確に示した場合  
２．商品デリバティブ取引に関わる知識、締結する目的又は判断能力等の適合性に欠ける以下の場合 

① 未成年者、成年被後見人、被保佐人、被補助人  
② 精神障害、知的障害及び認知症状が明確に認められる場合  
③ 知識及び特性の認識を欠く以下の場合  

３．取引資金に適合性を欠く以下の場合 
(ア) 生活保護法被適用者及びその世帯に属する場合  
(イ) 破産者で復権を得ない場合 
(ウ) 借入によって取引を行おうとする場合  

４．過去に商品取引事故を恣意的に惹起し若しくは惹起する恐れがある又は反社会的   組織に属する

と認められる場合  
５．受託契約時に７５歳以上の高齢者である場合  
６．長期療養者等取引の意思疎通に支障がある場合  
７．商品デリバティブ取引の受託、取次ぎ等を業とする者の役職員又はその者と生計を一にする場合 
８．その他前記各号に準ずる場合  
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◆原則不適格者  
当社は、以下のお客様を原則不適格者とし、原則として勧誘及び受託を行わないものとする。 

１．７０歳以上の高齢者の場合  
２．年金、恩給、退職金、保険金等により主として生計を立てている場合（以下「年金等生活者」と

いう）但し、「生計を立てている」とは、それらの収入が収入全体の過半を占めている事をいう  
３．年収が５００万円に満たない場合  
４．投資可能資金額を超える取引証拠金を必要とする取引を行おうとする場合  
５．取引上の意思伝達に支障がある職務に従事する場合  
６．７５歳以上の高齢者で当社にて取引継続中に７５歳以上に達した委託者の場合  
７．リスクのある金融取引の経験がない場合  
８．その他、前号各号に準ずる場合  
 
※尚、原則不適格者については、別途定める要件を満たす場合については、審査によって勧誘又は受

託を認めることがあります。  
 

これらは口座開設のお申込みに関しての重要な事項です。口座開設申込書及び本人確認書類等の受

け入れ後、当社において口座開設審査を行うこととなります。審査の結果によっては、口座開設のご

希望に添いかねる場合がありますので、あらかじめご了承ください。  
なお、審査の結果については結果内容にかかわらず、全て非公開とさせていただいております。  

 

 

③ 顧客数 

 

   顧客数     2,083 名 （平成23年3月31日現在） 
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３．経理の状況 

①貸借対照表 

貸 借 対 照 表 

（平成23年3月31日現在） 

（単位：千円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

流 動 資 産  8,070,303 流 動 負 債  7,215,021

現 金 預 金  723,523 預 り 証 拠 金  6,473,783

委 託 者 未 収 金  217,225 未 払 金  472,498

保 管 有 価 証 券  437,006 未 払 消 費 税 等  34,873

差 入 保 証 金  5,867,612 未 払 法 人 税 等  7,675

委託者先物取引差金  23,034 未 払 費 用  84,165

預 託 金  151,197 前 受 金  500

金 銭 の 信 託  15,200 預 り 金  141,523

未 収 入 金  470,521 固 定 負 債  400,000

短 期 貸 付 金  122,564 長 期 借 入 金  400,000

そ の 他 の 流 動 資 産  48,552 特別法上の準備金  44,712

貸 倒 引 当 金  △6,134 商品取引責任準備金  40,343

固 定 資 産  1,730,567 金融商品取引責任準備金  4,368

 有形固定資産  108,001 負 債 合 計 7,659,733

建 物 及 び 設 備 
 

62,043 純 資 産 の 部 

車 両  1,680 株 主 資 本 2,169,627

器 具 及 び 備 品  6,391 資 本 金  1,000,000

土 地  37,884 利 益 剰 余 金  1,268,424

 無形固定資産  17,154   利 益 準 備 金  250,000

ソ フ ト ウ ェ ア  11,685   その他利益剰余金  1,018,424

その他の無形固定資産  5,469     任 意 積 立 金     3,400,000

 投資その他の資産  1,605,412    (役員退職積立金)  (150,000)

投 資 有 価 証 券  791,818    ( 別 途 積 立 金 )  (3,250,000)

関 係 会 社 株 式  28 繰越利益剰余金  △2,381,575

出 資 金  30,988 自 己 株 式  △98,796

長 期 差 入 保 証 金  597,663 評価・換算差額等  △28,489

そ の 他 の 投 資 等  257,775 その他有価証券評価差額金  △28,489

貸 倒 引 当 金  △72,862   

  純 資 産 合 計 2,141,138

資 産 合 計 9,800,871 負 債 純 資 産 合 計 9,800,871
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②損益計算書 

損 益 計 算 書 

（自平成22年4月1日 至平成23年3月31日） 
（単位：千円）    

科        目 金      額 

営 業 収 益  

受 取 手 数 料 1,763,307  

売 買 損 益 11,583 1,774,891 

営 業 費 用  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,923,335 1,923,335 

営  業  損  失 148,443 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 配 当 金 10,083  

電 算 シ ス テ ム 利 用 料 収 入 28,571  

そ の 他 の 営 業 外 収 益 21,547 60,202 

営 業 外 費 用  

営 業 外 費 用 19,710 19,710 

 経  常  損  失 107,952 

特 別 利 益  

貸 倒 引 当 金 戻 入 6,922  

商 品 取 引 責 任 準 備 金 戻 入 30,000  

固 定 資 産 売 却 益 37,401  

負 の の れ ん 発 生 益 110,222 184,546 

特 別 損 失  

金 融 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 額 1,197  

固 定 資 産 除 却 損 11,551  

減 損 損 失 15,214  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 19,016  

そ の 他 の 特 別 損 失 7,872 54,851 

税 引 前 当 期 純 利 益 21,742 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,304 3,304 

当 期 純 利 益 18,438 
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③株主資本等変動計算書 

株主資本等変動計算書 

（自平成22年4月1日 至平成23年3月31日） 

（単位：千円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金

資本 

剰余金

合計 

利益 

準備金

役員 

退職 

積立金

別途 

積立金 

繰越 

利益 

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

前 期 末 残 高 1,000,000 - - - 250,000 150,000 3,250,000 △2,400,014 1,249,985

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当     

役 員 賞 与 の 支 給     

別 途 積 立 金 の 取 崩     

当 期 純 利 益    18,438 18,438

自 己 株 式 の 取 得     

自 己 株 式 の 処 分     

株 主 資 本 以 外 

の 項 目 の 当 期 

変 動 額 （ 純 額 ） 

    

当 期 変 動 額 合 計 - - - - - - - 18,438 18,438

当 期 末 残 高 1,000,000 - - - 250,000 150,000 3,250,000 △2,381,575 1,268,424

 
株主資本 評価・換算差額等 

 
自己株式 株主資本合計

その他有価証

券評価差額金

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

前 期 末 残 高 △98,796 2,151,189 △42,649 △42,649 2,108,539

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当  

役 員 賞 与 の 支 給  

別 途 積 立 金 の 取 崩  

当 期 純 利 益 18,438  18,438

自 己 株 式 の 取 得  

自 己 株 式 の 処 分  

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 

当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 
14,160 14,160 14,160

当 期 変 動 額 合 計 - 18,438 14,160 14,160 32,598

当 期 末 残 高 △98,796 2,169,627 △28,489 △28,489 2,141,138

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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④個別注記表 

 

Ⅰ．継続企業の前提に関する注記 

   (継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況) 

当社の中核的な営業収益である商品先物取引関連事業は、㈱アサヒトラスト並びにオリオン交易㈱か

ら事業を譲り受けたことで受取委託手数料の減少を回避したものの、全国商品先物取引所総売買高が平

成16年3月期をピークに7年連続して前年度を下回りマーケット規模の縮小が進んだことで収支バランス

が悪化し、今期は、前期の平成22年3月期よりはわずかながらも収支は改善しましたが、営業収支の改善

までには至らず、平成17年3月期以降6期連続して重要な営業損失及び経常損失を計上しております。 

また、連続して損失を計上する状況が改善されない場合には外国為替証拠金取引の事業を継続するた

めに遵守すべき㈱東京金融取引所が定める必要純資産額20億円以上という基準に抵触する恐れがありま

す。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

当社は当該状況を改善し、早急に営業損益を黒字化するために、次年度に向けて以下の施策を講じ実

行してまいります。 

 

(1) 収益構造の転換 

   一般個人投資家に対する不招請勧誘の原則禁止など規制強化の影響を受ける経営環境が続くものと予

想されますが、「共客栄耀」の企業理念のもと、個人金融資産の受け皿としての役割の一端を担うべく

「くりっく株365」の取引参加資格を取得することを手始めに、取引のグローバル化に伴う24時間取引へ

の対応も進め、より多くの取引機会を提供できる体制を構築するとともに、売買システムの処理速度を

速めてお客様の利便性を高めることで収益構造を転換してまいります。また、「くりっく365」の媒介・

取次業務を法人に対して提案するなどＢtoＢのビジネスを業務に追加することで収益機会を増加します。 

   一方、㈱小林洋行からの吸収分割による外国為替証拠金取引事業を譲り受ける他、当社にとってシナ

ジーが期待できる企業に対しては業務提携・資本提携・事業買収の可能性を積極的に追求してまいりま

す。 

   このような収益構造の転換に必要な先行投資のための資金を確保しつつ、あわせて引き続き諸経費の

削減に努め収支バランスの改善をすすめます。 

 

(2) 組織力の強化 

   当社は商品先物取引事業の譲受をすすめたことで収益基盤の拡大を果たしたものの、マーケット規模 

   が縮小する企業環境が持続するものと思われ、複雑化、グローバル化、スピード化への対応へも不可欠であり、変

化への対応力向上には個々の社員の可能性を最大限引き出し、かつ連携させた組織作りが欠かせないものと認

識しております。当社では執行役員制度の中で組織横断的な体制を整えるなど組織力を高め、事業の譲受によ

るシナジーをより具体化させることに取組んでいるところであります。 

     また、取引手法の提案にとどまらないよう社員のスキルアップに一層努め、お客様のニーズに沿ったものを提案 

   してまいります。 

 

(3) 財務基盤の強化 

 当社は、継続的に営業損失が発生しているため、営業キャッシュ・フローは、マイナスとなっており

ます。翌事業年度は営業損益においてプラスが予想され、翌年度において必要なキャッシュ・フローは

確保されておりますが、当社の資金状況に鑑み、必要に応じて資本・資金の増強について主要株主を中

心に支援をお願いしてまいります。 

以上のような施策については、関係者との協議を行いながら進めていますが、経済環境の動向やオー

ナーの方針に左右されることなどの蓋然性が高く、関係者との正式合意が得られている状況ではないた

め、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、財務諸表は継続企業を前提に作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を財務諸表には反映しておりません。 

 

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  重要な会計方針 

1．有価証券の評価基準及び評価方法 

（1）関係会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 
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（2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

2．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定率法（平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）によってお

ります。 

（2）無形固定資産 

定額法によっております。ソフトウエア（自社利用分）については社内における利用可能期間（5

年）に基づく定額法によっております。 

（3）長期前払費用 

均等償却によっております。 

3．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等に基づき、貸倒懸念債権等の特定

の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。 

（2）商品取引責任準備金 

商品先物取引法第221条の規定に基づき、同施行規則に定める額を計上しております。 

（3）金融商品取引責任準備金 

金融商品取引法第46条の5第1項の規定に基づき、同施行規則に定める額を計上しております。 

4．収益の計上基準 

（1）受取手数料 

①商品先物取引に係る受取委託手数料 

商品取引所における約定日に計上しております。 

②商品ファンド販売手数料 

取引約定日に計上しております。 

③為替証拠金取引に係る受取委託手数料 

   取引約定日に計上しております。 

（2）売買損益 

反対売買により取引を決済したときに計上しております。また、未決済建玉については時価による

評価損益を計上しております。 

5．リース取引の会計処理 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

6．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

  会計方針の変更 

   (企業結合に関する会計基準等の適用) 

     当事業年度より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成20

年12月26日)を適用しております。 

Ⅲ．貸借対照表に関する注記 

1．担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産 担保に係る債務 

預託金                    150,000千円 (注1) 

  (注1)日本商品委託者保護基金へ差し入れているもので、日本商品委託者保護基金の業務規定第52条及び

基金代位弁済業務実施要領第3条第1項（第2項）の規定に基づく保証を受けるためであります。 

2．預託資産 

  取引証拠金等として次の資産を㈱日本商品清算機構並びに㈱東京金融取引所へ預託しております。 
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   保管有価証券           437,006千円 

   差入保証金          5,867,552千円 

  3．分離保管資産 

    商品取引法第210条の規定に基づき分離保管しなければならない保全対象財産の金額は307,307千円

であり、同法施行規則第98条に基づく委託者資産保全措置額は600,000千円であります。 

4. 有形固定資産の減価償却累計額   99,248千円 

5．偶発債務 

以下の係争事件があります 

 事件の内容                    損害賠償請求 

 相手方             委託者 

 被請求金額                    448,058千円 

6．関係会社に対する金銭債権債務 

   長期金銭債権          84,350千円 

   短期金銭債務          64,678千円 

   長期金銭債務          400,000千円 

7．取締役に対する金銭債権 

長期金銭債権          400千円 

 8．委託者先物取引差金は、委託者の未決裁玉に関する約定代金と決算期末の時価との差損益金の純額であ

って、㈱日本商品清算機構との間で受払清算された金額であります。この金額は、全て委託者の各商品

取引所の商品ごとに差損益金を算定した上で、商品取引所ごとに合計して算出されたものであります。 

 

Ⅳ．損益計算書に関する注記 

1．関係会社との取引高 

  営業取引による取引高 

   売上高             2,289千円 

  営業取引以外の取引高 

   収益              1,404千円 

   費用              11,125千円 

2．減損損失 

  (1)資産又は資産グループについて 

用 途 種 類 場 所 

商品先物取引業に係るもの 器具及び備品 

ソフトウェア 

東京都中央区 

      当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、事業の種類を基本単位としこれに事業

拠点を加味したものをもってグルーピングをしております。 

(2)減損損失を認識するに至った経緯 

     商品先物取引業務における勧誘行為規制の強化等の影響からマーケット規模の縮小が進んだこと

で当社の中核的な収益である商品先物取引関連事業に関する受取委託手数料が減少し、当事業に係る

損益が継続してマイナスとなったことから回収可能価額が帳簿価額を下回るものについて帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(15,214千円)として特別損失に計上したものであ

ります。 

(3)減損損失の金額及び主な固定資産ごと、種類ごとの当該金額の内訳 

                                  (単位：千円) 

区 分 資産の種類 件 数 金  額 

器具及び備品 通信機器 1件 1,160

ソフトウェア 商品先物取引システム等 14件 14,053

    当該資産の回収可能価額は、使用価値により測定しており、使用価値については将来キャッシュ・

フローがマイナスのためゼロにより評価し算定しております。 

3．その他の特別損失 

希望退職募集応募者に対する退職金支給       4,572千円 

中部大阪商品取引所脱退に伴う取引所加入金払戻損  3,300千円 
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Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記 

1． 発行済株式ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

        前期末株式数  当期増加数  当期減少数   当期末株式数 

発行済株式 

普通株式  1,641,300株      0       0   1,641,300株 

合  計  1,641,300株      0       0   1,641,300株 

  自己株式 

普通株式   141,138株         0       0    141,138株 

合  計   141,138株         0       0    141,138株 

Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両及び事務機器等の一部については、所有権移転外ファ

イナンス・リース契約により使用しております。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、リース取引開始日が平成20年3月31日以前であるため、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて

会計処理を行っております。 

 

Ⅶ．金融商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 

   当社は資金運用については、短期的な預金等に限定しております。 

委託者未収金及び貸付金については回収実績に基づき貸倒引当金を設定し、リスクの軽減を図って

おります。また、差入保証金は取引証拠金として取引清算機関へ差し入れたものとなっております。 

金銭の信託については委託者資産の保全措置として、信託会社等に分離保管された金銭の信託とな

っております。また、投資有価証券については、株式と商品ファンドであり、上場株式及び商品ファ

ンドについては毎月時価の把握を行っております。 

長期差入保証金については、取引所及び関係団体に差し入れた保証金及び事務所等の敷金等となっ

ております。 

また、借入金については、運転資金に係る資金調達となっております。 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

   平成23年3月31日における貸借対照表計上額、時価及び差額については、次のとおりであります。 

                                    （単位：千円） 

 貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額 

723,523

307,425

△74,795

723,523 - 

 

 

232,630

5,867,612

15,200

152,164

△3,248

232,630

5,867,612

15,200

- 

- 

- 

 

 

（1）現金預金 

（2）委託者未収金(*1) 

     貸倒引当金(*2) 

 

（3）差入保証金 

（4）金銭の信託 

（5）貸付金(*1) 

   貸倒引当金(*2) 

 

（6）投資有価証券 

（7）長期差入保証金 

（8）長期借入金(*3) 

（9）デリバティブ 

148,916

103,250

597,663

(400,000)

-

148,916

103,250

597,663

(443,774)

-

- 

- 

- 

(43,774)

- 

        (*1)固定資産に含まれる委託者未収金及び貸付金を含めております。 

        (*2)委託者未収金及び貸付金に係る貸倒引当金を控除しております。 

        (*3)負債に計上されているものについては( )で示しております。 

 注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバディブ取引に関する事項 

  （1）現金及び預金及び（3）差入保証金（4）金銭信託 

     これらは短期間で決済される為、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によってお

ります。 

  （2）委託者未収金 

     委託者未収金については、信用リスクを個別に把握することが困難なため、貸倒引当金を信用リ
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スクと見做し、時価を算定しております。 

  （5）貸付金 

     貸倒引当金を信用リスクと見做し、時価を算定しております。 

（6）投資有価証券 

     これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

（7）長期差入保証金 

   長期差入保証金の時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。 

（8）長期借入金 

   無リスクの利子率で割り引いて時価を算定しております。 

注2）非上場株式（貸借対照表計上額688,568千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積もることができないため、時価を把握することが極めて困難と認められないことから、「(5)

投資有価証券」には含めておりません。 

 

Ⅷ.関連当事者との取引に関する注記 

                                         (単位：千円) 

会 社 等 の

名称 

議決権 等 の

所 有 ( 被 所

有）割合 

関連当事 者

との関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

㈱岡安 被所有 

 直接42％ 

役員の兼任 資金の借入 

(注１) 

利息の支払 

400,000 

 

9,029 

長期借入金 

 

 

400,000 

 

  取引条件及び取引条件の決定方針 

(注1) 利息については市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間3年となっております。なお、

担保は差入れておりません。 

Ⅸ．1株当たり情報に関する注記 

1．1株当たり純資産額      1,427円27銭 

2．1株当たり当期純利益            12円29銭 

 

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記 

 ＊重要な事業の譲受について 

平成23年3月18日開催の当社取締役会において、平成23年5月29日を期日として株式会社小林洋行から、

吸収分割により外国為替証拠金取引事業(くりっく365)を譲り受けました。 

会社名 契約合意日 事業承継日 事業内容 資産・負債の総額 

㈱小林洋行 平成23年3月18日 平成23年5月29日 外国為替証拠金取引 (注) 

(注)事業承継日前日まで取引が行われますので同日までの相場変動に伴い資産、負債の総額を算定して

おります。 

 

Ⅺ．企業結合に関する注記 

1．取得に関する企業結合 

 (1) 被取得企業の名称及びその事業の内容 

    被取得企業の名称  オリオン交易㈱ 

    事業の内容     商品先物取引受託業務 

 (2) 企業結合を行った主な理由 

     収益拡大を図る施策の一つとして当社の収益の柱である商品先物取引並びにくりっく365とシナ

ジーが期待できる企業の事業を譲り受けることで、一層の事業基盤の強化・拡大につなげ、収益構

造の改善を図ることとしました。 

 (3) 企業結合日 

   平成22年8月23日 

 (4) 企業結合の法的形式 

   オリオン交易㈱を分割会社、当社を承継会社とする分社型吸収分割 

 (5) 企業結合日に受け入れた資産の額 

   主として投資有価証券 260,222千円 
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 (6) 発生した負ののれんの金額と発生原因 

    企業結合時の時価純資産額が取得原価を上回ったことにより、負ののれんが110,222千円発生して

おります。 

Ⅻ．退職給付会計に関する注記 

1．採用している退職給付制度の概要 

  全国商品取引業厚生年金基金に加入しております。 

2. 制度全体の積立状況に関する事項（平成22年度財政決算報告） 

   全国商品取引業厚生年金基金 

     年金資産の額                   55,707,870千円 

年金財政計算上の給付債務の額   55,716,122千円 

差引額                           △8,252千円 

  3. 制度全体に占める当社の掛金拠出割合(平成23年3月31日現在) 

     給与総額割合 3.71％ 

  4．補足説明 

     上記2.の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高4,492,975千円（及び剰余金

3,349,153千円）であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間12年の元本均等償却であ

り、当社は、当期の計算書類上、特別掛金を支出時に費用処理しております。 

    なお、上記3.の当社の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。 

* 年金制度全体に係る積立状況について 

入手可能な直近時点の年金財政計算に基づく数値によっております。 

 

⑤監査に関する事項   

このディスクロージャー資料のうち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表

については、会社法に基づき会計監査人の監査を受けております。 
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